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はしがき 

 
就職活動中、金融業界の会社のインターンに参加した際、シリコンバレーでベンチャー

投資活動を行う会社の CEO の方とお話する機会があった。百戦錬磨のベンチャーキャピ
タリストはスタートアップ企業のどこを見ているのか、今後日本でイノベーションを興し
ていくためにはどうすべきか等、様々なことを熱くご講演されていた姿は、今でも鮮明に
記憶に焼き付いている。その中で「シリコンバレーには IT 系を中心に大きく伸びる会社
が集ってくるんだよ」と仰っていた時に、ふと「なぜ企業はシリコンバレーにわざわざ集
まるのだろうか」と疑問に感じた。 
例えば、資源・素材系や機械産業に属する会社が、自社の周りに取引関係のある企業を

集積させる意図は理解しやすい。関連する企業が地理的に近接していれば、その分効率的
な生産を実現することが可能だからだ。しかし、金融や情報系などの知的産業に属する企
業が、特定の狭い地域に集積する理由はあまりピンとこなかった。 
都市に産業が集まることのメリットは何か。集積形態に最適解は存在するのか。こうし

た疑問から、卒業論文では「産業集積論」をテーマに設定し、企業が集積することの意義
を理論・実証的に解明することで、日本における望ましい地域経済政策を考えたいと思っ
た。 
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序章  

  
 この論文の大きな目標の一つは「産業がどのような形で集積したら、都市や企業にどの

ような恩恵がもたらされるのか」を明らかにすることにある。比較的狭い地域に多くの企
業が集積することのメリットは様々な理論・実証論文で主張されてきた。こうした研究
は、政府にとっては地域産業政策の立案・実施の一助になっている。また人的・金銭的リ
ソースの制約が強い中小企業にとって、近隣に自社と関連の深い企業が多数存在すること
は、重要な存立基盤の 1つになっているであろう。つまり産業集積論は、公共政策的かつ
経営戦略的にも議論が展開可能な研究分野と言える。  
しかし、実際にインプリケーションを考察するにあたって問題となるのが「先行研究の

主張が多岐にわたること」である。というのも現時点で理論面では集積の理想形に関する
主張が３つ存在している。また実証面でも何を産業集積の効果の尺度とみなすかによって
解釈が異なる。こうした背景の中で、偏った主張のみに立脚したインプリケーションの意
義は薄いと考える。 
そこで本論文ではこれまでの理論分析を体系的に整理することから始める。そのうえ

で、産業集積の効果を①地域雇用②企業の生産性③イノベーション創出の３つの指標から
実証分析し、日本における産業集積効果を多角的に測定する。その結果を基に、2000 年代
に行われてきた一連の産業クラスター政策の現状分析を行いながら、望ましい地域経済政
策について提言することを最終目的とする。 
具体的には、 第 1 章ではまず動学的外部性効果の３つの主張を比較する。また、補足的

にウェーバーの工業立地論にも踏み込みながら、これまでの理論研究を体系的に整理す
る。 
その後、第 2 章では地域雇用と集積の外部性の関係性を、第 3章では企業の生産性と集

積の外部性の関係性を、第 4章ではイノベーションの創出と集積の外部性の関係性をそれ
ぞれ実証分析する。外部性効果が都市成長にもたらす影響の実態を解明した後、望ましい
地域経済政策の提案を行う。 
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第 1 章 産業集積をめぐる理論の系譜 
   

産業集積に関する先行研究では、都市のイノベーションや成長を促す要因として、「動
学的外部性」が着目されてきた。これは、「狭い空間領域に人や企業が密集することで、
人を媒介としたアイデアの伝達や技術革新を容易にする環境が構築され、産業の成長が促
進されるとともに、都市成長の原動力が生じる」というものである 1。本章ではこれまで
行われてきた理論的研究の潮流を再度整理していく。最初に古典的な集積論であるマーシ
ャルの議論とウェーバーの工業立地論を概観する。続く第 2 節では、マーシャルがその後
の研究に与えた影響として、ジェイコブスとポーターの議論を紹介する。それぞれの主張
の共通点や相違点をまとめたのち、第 3 節では産業集積をめぐる主要な実証分析を紹介
し、続く第 2章への橋渡しとしたい。 
 
1.1 マーシャルの地域産業集積論 
経済学の歴史において、最初に産業集積の持つ経済的効果を指摘したのはMarshall 

(1922) であり、彼の著書『経済学原理』の第４巻第 10 章 ｢産業上の組織続論 ～特定地域
への特定産業の集積～｣の中で､ 集積の発生・成長メカニズムに関する議論を展開してい
る。 
マーシャルは産業集積発生の契機として「自然的条件」「宮廷の庇護・支配者層による

計画的な導入」といった点を指摘している。「自然的条件」とは、例えば気候や土壌の性
質、鉱山や採石場といった資源採掘場への近接性、陸上・水上交通の利便性などが挙げら
れる。「宮廷の庇護・支配者層による計画的な導入」とは、為政者が宮廷の防衛や街づく
りのために職人を外部から計画的に呼び寄せる過程で、様々な産業が集まるようになった
ことを指す。 
次に、なぜ驚異的な持久性を持つ産業集積が形成されていくのかという点について、彼

はその要因を三つに整理している。1点目は「補助産業の成長」である。例えば、主要産
業にとって必要不可欠な機械・道具を製造する補助産業の企業は、一定のサービスに特化
して近隣の多数の企業にそれを提供するので、次第に供給・流通網が組織化されていく。
そのため仮に補助産業側が特殊でニッチなモノを製造していたとしても、十分に事業機会
が提供される。また主要産業側も安価にサービスを受けられるようになるため、お互いに
その地域に定着するようになる。 

2 点目は「熟練労働市場の形成」である。企業（工場）は、必要とする熟練スキルを持
つ労働者が多数いる場所に立地しようとするし、他方、労働者の側も自分の熟練度合を評
価してくれる企業のいる場所に移動しようとする。仮に、工場がこうした熟練労働市場か

 
1動学的外部性効果の定義については Glaeser et al. (1992)の以下の文章を参考にした。 
“The cramming of individuals, occupations, and industries into close quarters provides an 
environment in which ideas flow quickly from person to person.” 
“a dynamic view of cities fits nicely with the recent work on economic growth, which views 
externalities as the engine of growth.” 
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ら離れた場所に立地した場合、一般的な労働者の確保には困らないとしても、熟練労働者
を雇用したい場合には、大きな困難に直面するだろうとしている。また、熟練労働市場の
存在は労働生産性にもポジティブな効果をもたらすと指摘している。例えば、雇用主側と
労働者との関係性が揺らぐと、互いに気まずい思いをしながら働かざるをえず、高いパフ
ォーマンスを発揮することは難しい。その一方、熟練労働市場のある地域では、その地域
内での比較的自由な企業間の労働者移動が可能なので、労働者が雇用主との関係をと切
り、他の企業に移りやすい。また、ある産業に必要な人材が集積していることによって､
人材の探索費用や育成費用が抑えられる｡ これにより､ その地域において効率的な生産が
可能になるという。 
３つ目の要因は、「新技術の導入とスピルオーバー」である。産業が局地化されている

地域では、ある人の新しいアイデアが他の人々に伝播していきやすく、そのアイデアが別
の人の知識と結び付けられ、さらに画期的なアイデアが生み出されていきやすいという。
発明などに必要な情報が低コストで入手でき､ そのような環境で､ 発明などが継続的に行
われる｡ これにより､ その地域において効率的な生産が可能になるだろう。また、その地
域における仕事に関する知識や秘訣が次の世代（その地域に住む子供たち）に受け継がれ
やすく、人材の育成費用削減にもつながるポイントである。一連の議論をまとめて、古永 
(2008) ではマーシャルが観察した外部経済効果を４つに分類分けしている。（図 1-1） 

 
図1-1 マーシャルが観察した外部経済効果

 
出所）古永(2008)を基に筆者作成 
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以上のようなマーシャルが明らかにした同一産業の集積による外部性効果は、その後の
内生的経済成長論と結びつき、マーシャルとともに関係の深いアローとローマーの三人の
頭文字をとって「ＭＡＲ外部性(MAR externalities)」と呼ばれている。
2

1.2 Weber の工業立地論 
古典的な集積論としては、マーシャルのほかにウェーバーも代表的である。両者とも同

業種集積が集積のメリットであると主張している一方で、結論に至るプロセスに若干の違
いがある。というのもマーシャルの産業集積の理論は記述が中心で、歴史的な事実の中か
ら共通項を見出しして整理する機能的な方法をとっているのが特徴である。一方、ウェー
バーは立地論の観点から演繹的な方法で理論を構築しており、あまり歴史的な変化やイノ
ベーションへの言及はない。以下ウェーバーの主張について、今西 (2016) を参考にしな
がら整理していく。 
 
1.2.1 工業立地の決定要因 
まずウェーバーは、工場立地を決定する要因を分類し（図1-2）、立地因子の中でも、特

に輸送費と労働費といった地域的因子が立地選択に影響を与える。そしてこれに集積因
子、分散因子を加えた一般立地因子を、その原料生産地と消費地を所与とした式に組み込
むことで、最小費用モデルを解いた。 
 

 

 

 

 

 

 

 
2 マーシャル・アロー・ローマーの一連の理論分析の流れについて、細谷 (2009) では以下
のように整理している。 

マーシャルは集積の分析を通じて、ある産業で生産量の拡大とともにその産業に属する
個々の企業の費用条件が改善する（長期市場供給曲線が右下がりになる）という「マーシ
ャルの外部経済」という概念を生み出した。これは個々の企業にとっては外部性があるも
のの、その企業が属する産業では内部化されている(internalized)現象と解釈することがで
きる。このマーシャルの外部経済という一般概念を集積にあてはめたものが、MAR外部
性であり特殊ケースという位置づけになる。Arrow (1962) は、知識が非競合性と非排除性
を有するため個々の企業に対して外部性が生じることを論じ、Learning by doing(学習効
果）を定式化し、内生的経済成長論への道を開いた。ローマ―はルーカスとともに内生的
経済成長論の主要モデルの開拓者で、Romer (1986) でイノベーションを通じた成長を、
社会全体の知識ストックが個々の企業の生産関数に生産要素（資本財）として含まれ、そ
の限界生産性が逓増するという形で定式化を行った。 
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図1-2 工業立地の決定要因 

 
出所）今西 (2016) を基に筆者作成 

 

まず輸送費で企業が立地選択するケースを考えるにあたって、Weberは原料の種類に基
づき以下の3つに分類した。1つ目は「重量減損原料」である。これは工業製品の生産プロ
セスにおいて、重量の一部あるいは全部が減少するケースものを指す。生産により原料の
重さが減るため、輸送コストを削減するためには、原料産地近くに工場を立地することが
望ましいとされる。例えば、チーズやクリームなどのような農畜産物が例に挙げられる。
実際、平成29年度の牛乳・乳製品の需給構造（図1-3）をみると、国内生乳生産量のうち
54％を北海道が占めており、バター脱脂粉乳・チーズ・生クリームといった製品はどれも
約90％が北海道で生産されていることが分かる。 

 
図1-3 平成29年度の牛乳・乳製品の需給構造 

 

 
出所）令和元年度 北海道農業ＩＣＴ/ＩoＴ懇談会 資料より引用 
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2つ目は「普通原料」である。これは我々の身の回りのどこにでも存在するような原料
を指す。ビールなどが例にある。ビールの生産のように水はどこでも手に入ることから、
消費者の集まる市場近くに立地する傾向にある。実際に、2013年度における都道府県別ビ
ール生産量（図1-4）をみると、ビールの生産量の多い都道府県は、茨城県、神奈川県、大
阪府、愛知県などが挙げられ、どの都道府県も、消費者が多く集まる市場に近接している
ことが分かる。このように、普通原料を扱う場合は、消費者市場の近くに工場が立地する
ことで、輸送コストを節約している。 

 
図1-4 2013年度における都道府県別ビール生産量 

 

 
出所）「都道府県別統計とランキングで見る」より引用 

 
3つ目は「純粋原料」である。これは原料の全重量が工業生産物に残存する場合を指

す。重量に変化がないことから、原料産地でも市場近くでも輸送費は大きく変わらないた
め、その中間地点に立地する傾向にある。例としては、セメントなどが挙げられる。ウェ
ーバーは以上のように、企業が立地選択をする際、原料から生産物になるプロセスにおけ
る重量の変化、また消費市場へのアクセスを考慮し、輸送費が最小限になるように立地選
択することを理論的に示した。 
次にウェーバーは、この輸送費指向に更に労働費を考慮した労働費指向も示した。これ

は、図1-5のように、輸送費最小地点Aの労働費よりも点Bでかかる労働費が安く、またそ
の減少分が点Aから点Bへの輸送費よりも大きかった場合、総合的に費用を抑えられる点B
に企業は立地するという指向である。 
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図1-5 労働費指向に関する図解 
 

 
出所）今西（2016）を基に筆者作成 

 
先ほど普通原料の例として挙げたビールの生産量の多い都道府県として東京都が該当せ

ず、やや郊外の茨城県などが該当していた理由は、この労働費指向のためであると考えら
れる。実際、令和2年度の地域別最低賃金額をみてみると、東京都の最低賃金1041円に対
し、茨城県は879円であった。つまり、茨城県から東京都へビールを輸送する際にかかる
費用よりも、東京都で生産する場合の労働費から茨城県で生産する場合の労働費を差し引
いた額の方が大きく、費用最小化のため、企業は総合的にコストを抑えられる茨城県に工
場を立地させていると考えられる。このように、輸送費だけではなく、労働費など様々な
地域的因子を踏まえて企業は立地選択するとウェーバーは示した。 

 
1.2.2 偶然集積と純粋集積 
ウェーバーは企業の立地行動が輸送費と労働費の費用最小化行動であることを理論的に

示した上で、最終的に形成される集積を2つに分類した。 
1つ目は「偶然集積」である。これは輸送費や労働費といった地域的因子により形成さ

れる集積を指す。具体的には前述したように、チーズ・ビール工場などのような輸送費指
向や労働費指向の結果として生じる局地的な工場の集中を指す。 

2つ目は「純粋集積」である。これは集積の利益を享受するための立地行動で形成され
る集積である。集積の利益とは、多くの企業が集まっている地域に立地することで、企業
間の取引コストの節約や、情報や人材の獲得などが可能になることを言う。 
ウェーバーは、純粋集積が集積の利益を企業が追求した結果形成されるのに対し、偶然

集積は企業が費用を抑えるために行動した結果形成される集積であるため、集積そのもの
に利益があるか否かは無関係の集積であるとした。つまり、もし仮に集積の利益を促進さ
せる政策を偶然集積のある地域で実施したとしても、必ずしも効果が得られるとは限らな
い。また純粋集積の場合、集積の大きさには限界があるとした。これは、労働費や地代の
高騰のため、他地域への立地行動に影響を与える分散因子が働き、企業は集積のメリット
を認識しつつもそのエリアから離れる傾向があるためである。つまり、純粋集積の大きさ
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が限界を迎えている地域で、工場誘致政策などを実施しても、企業が誘致しにくいだけで
はなく、仮に誘致に成功したとしても、地代などの高騰で、既存の地場企業を失う可能性
もある。 
 
1.3 マーシャルがその後の集積研究に与えた影響 
前述の通り、マーシャルの集積に関する議論は、地域特化の経済が生産性の向上（都

市・地域の成長）をもたらすという MAR型産業集積論の原点として位置づけられてい
る。一方で、その後の研究において対立するものとして位置づけられているのが、「ジェ
イコブス型産業集積論」である。後述するように、これは Jacobs (1969) の議論をベース
にした理論で、多様な業種の集積、多様なバックグラウンドをもった人的資源が存在する
ことが、地域の発展に貢献すると考えるものである。そして MAR、ジェイコブスと並ぶ
形で近年注目を集めているのが「ポーター型産業集積論」である。これは Porter (1990) 
の議論をベースにした理論で、産業クラスター論とも呼ばれている。主張としては、地域
内の産業特化度合に関しては MAR 型を支持しつつ、地域内での企業集積に関しては熾烈
な競争環境がイノベーションや生産性向上の原動力となるとしている。今日では、この
MAR 型、ジェイコブス型、およびポーター型の 3つが産業集積論の中心的な類型となっ
ている。以下に、それぞれの論点を概観する。 
 
1.3.1 ジェイコブス型（集積類型と地域経済成長をめぐる論点） 
ジェイコブス型外部性は Jacobs (1969) による都市の多様性とイノベーションの創出に

関する議論を理論化したものである。MAR型と対立する論点が２つ存在する。１つ目の
論点として、「特定の業種に特化していることが望ましいか、あるいは多種多様な業種が
集積することが望ましいか」に関する議論がある。ジェイコブスの外部性では局地的な異
業種間の情報のスピルオーバーを産業成長の要因として捉えており、多種多様な業種・多
様なバックグラウンドをもつ人的資源の存在が地域の発展にプラスに寄与すると考えてい
る。 

2 つ目の論点として、「市場が独占寡占に近い状態が良いのか、あるいは事業者間の競争
が促進されている状態が望ましいのか」に関する議論がある。ジェイコブスの外部性では
市場が競争的なほど画期的なイノベーションが生まれる機運が高まり、企業が成長しやす
い環境が整備されるとしている。これについて、小林 (2009) では「熾烈な競争により適
者生存的な環境が地域に形成されることで開・廃業やそれに伴う人的資源の移動が活発化
され、結果的に新たな事業 idea の創出やイノベーションに結びつきやすくなる」と解釈し
ている。 

 
1.3.2 新たな産業集積概念としての「産業クラスター論」 

MAR 型とジェイコブス型以外に、1990年代からマイケル・ポーターを中心とした産業
クラスター論が注目を集めるようになった。彼は、クラスターの定義について「クラスタ
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ーとは、ある特定の分野において、相互に関連性のある企業と機関からなる地理的に近接
した集合体である。これらの企業と機関は、共通性や補完性によって結ばれている」とし
たうえで、「クラスターの地理的な広がりは、一都市のみの小さなものから、国全体ある
いは隣接数か国のネットワークにまで及ぶ場合がある」と言及している 3。そして、その
形成促進要因として産業の国際競争力の比較研究から、競争環境，需要条件，要素条件，
関連産業の 4 要素が必要であり、その相互的な作用が産業を発展させるというクラスター
モデルを提示した(図 1-6）。これは「ダイヤモンド・フレーム」と呼ばれており、今日も
競争優位性を考える上でのフレームワークとして多用されている 3。 

 
図 1-6  ダイヤモンド・フレーム 

 
出所）Porter (1990) を基に筆者作成 

 
以上の 3つの外部性効果をまとめると以下のようになる。 

 
出所）與倉 (2009) を基に筆者作成 

 
3 クラスターの定義については Porter (1998) の以下の文章を参考にした。 

A cluster is a geographically proximate group of interconnected companies and associated 
institutions in a particular field, linked by commonalities and complementarities. 
The geographic scope of a cluster can range from a single city or state to a country or even a 
network of neighboring countries. 
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1.4 産業集積をめぐる主要な実証研究 
 
MAR の外部性を支持する実証研究には、以下のようなものが挙げられる。Henderson 

et al.  (1995) は、成長途上のハイテク産業と成熟した資本財産業における外部効果の発生
の比較を行った。その結果、成熟産業では MAR の外部性の効果が認められた一方、発展
途上のハイテク産業では MAR の外部性と Jacobs の外部性の双方の効果が認められたこと
が示された。このように、外部性効果を測定する際は雇用増加率や付加価値額などを被説
明変数として分析がなされる場合が多いが、その他にも様々な被説明変数を用いて MAR 
型の外部効果を証明する研究が存在する。例えば、Cingano and Schibardi  (2004) は、企
業レベルでの全要素生産性指標を、Rosenthal and Strange (2003) は、新規創業数および雇
用者数、また Almeida (2007) は、地域の賃金水準の上昇を検証し、MAR 型の外部効果が
認められることを示している。 
 Jacobs の外部性を支持する実証研究には、以下のようなものが挙げられる。まず、代表
的なものとして Glaeser et al. (1992) がある。当該研究は、米国の大都市圏における主要
な 6つの産業をそれぞれピックアップし、 3 つの外部性と雇用成長率の関係を分析してい
る。その結果、地域の競争性、多様性の高い地域の産業集積において雇用成長率が高くな
り、ジェイコブス型外部性が認められることが示された。Feldman & Audretsch (1999)で
は、米国のイノベーションデータベースをもとに、被説明変数に新製品数、説明変数に 
MAR の外部性・Jacobs の外部性を示す指標を用いた分析を行い、Jacobs の外部性のみが
支持されることを示した。Greunz (2004) では、欧州の国を対象に分析が行われ、MAR の
外部性・Jacobs の外部性の双方の効果が認められたものの、特に大都市、ハイテク分野に
おいて Jacobs の外部性が強く認められることを示す結果が得られている。 
外国が地域対象になったケースを例に取り上げたが、日本を対象にした研究ももちろん

行われてきた。日本における産業集積研究は、大きく分けてフィールドワークやケースス
タディに基づき、定性的な分析からインプリケーションを導くタイプのものと、統計的手
法を用いて実証を用いるパターンの２つが平行して展開されてきた。従来はともすれば両
社が別個に研究成果を蓄積し、それぞれの見解を形成してきたが、近年、少しずつではあ
るが双方の研究手法の特性を活かしながら、定性・定量分析の融合を図る動きも見られる
ようになってきている。 
このように動学的外部性を用いた雇用成長やイノベーションの要因分析では、対象地

域、対象産業、対象期間ごとに、多様な政策的含意が示されてきた。本論文では、最新の
データを基に、対象産業を絞らず、統計的手法を用いてできる実証によって、日本全体と
しての一般論的な示唆出しを行う。 
またやや論旨とずれるが、産業集積内だけでなく、産業集積外とのネットワーク的関係

を強調する議論が活発になってきている。代表的なものとして、まず「ネットワーク論」
が挙げられる。これは市場の細分化・専門化の過程で、ネットワーク型の経済の重要性が
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強まってくる点に着目し、企業はその取引コストを最小にする必要性から、ある特定地域
への集積が促される議論を展開している。 
その他にも「イノベーティブ・ミリュー論」が挙げられる。これはイノベーション能力

に優れた地域産業集積を生み出す地域環境・条件に関する議論である。産業活動における
地理的近接性は、先端技術産業における競争優位の確立のために行われる研究開発や企業
間の相互作用が、効率的に作用するために不可欠な要素であると位置づけている。本論文
では上記のような「域外との関係に注目し、ネットワーク概念を導入した研究」は行わな
いが、地域の成長やイノベーションの要因分析を行う際に、産業集積内の動学的外部性概
念のみを採用することはやや不十分であるために今後の課題としておく。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

12 
 

第 2 章 地域雇用と集積の外部性 
 

本章では集積の外部性効果が、その地域の雇用にどのような影響を与えたのかを分析し
ていく。どのような特徴を持った集積拠点が形成されることで、その地域の労働者数・事
業者数が変化するのか、Glaeser et al. (1992) の分析手法を参考にしながら分析を行う。 

 
2.1 先行研究紹介 

Glaeser et al. (1992) では、米国における1956 年及び87 年（上位170 都市圏におけるそ
れぞれの６大業種の従業者数等）のデータを用い、前述の３つの外部性のいずれが産業集
積の成長に影響を及ぼしているかについてクロスセクション分析を行っている。成長分析
のモデルの概要は以下のとおりである。 
ある所与の地点に立地する企業の生産関数を𝐴𝐴𝑡𝑡𝑓𝑓(𝑙𝑙𝑡𝑡)と置く（At はt 時点における全般的

な技術水準を表すものとし、𝑙𝑙𝑡𝑡 はt 時点における労働投入を表すものとする）。TFPを計
測することはデータの制約上困難であるため、生産要素のみの関数を仮定する。この産業
に属する各企業は技術水準At、賃金𝑤𝑤𝑡𝑡を所与とし、(2.1)式を最大化する。 

従って、労働投入量は(2.2)を満たす値となる。 

(2.2)式を成長率の式に書き換えると次にようになる。 

各都市におけるそれぞれの産業の技術水準は国全体の共通部分と地域特有の部分に分けら
れるものとする。 

したがって、成長率は当該産業における国全体の技術成長と地域特有の技術成長の合計と
なり、以下のように整理できる。 

 国全体の技術成長は製品価格の変化及び当該産業の国全体の技術の変化を反映するものと
仮定される。一方、地域特有の技術は、当該企業にとっては外生的な率で成長するが、当
該都市における当該産業内のさまざまな外部性に依存するものとする。つまり以下のよう
な数式で表される。 

(2.6)式においては、「特化」は当該都市において当該産業がどの程度集中しているのかを
示し（MAR 及びPorter 型外部性においてはそれが技術進歩を促進するとされる）、「地
域独占」は技術利用可能性の程度を示す（MAR 型外部性においてはそれが技術進歩を促
進し、Porter 型外部性においてはそれが技術進歩を抑制するとされる）。「多様性」は都

 𝐴𝐴𝑡𝑡𝑓𝑓(𝑙𝑙𝑡𝑡)−𝑤𝑤𝑡𝑡𝑙𝑙𝑡𝑡 (2.1) 

 𝐴𝐴𝑡𝑡𝑓𝑓′(𝑙𝑙𝑡𝑡) = 𝑤𝑤𝑡𝑡 (2.2) 

 log �
𝐴𝐴𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑡𝑡

� = log �
𝜔𝜔𝑡𝑡+1

𝜔𝜔𝑡𝑡
� − log �

𝑓𝑓′(𝑙𝑙𝑡𝑡+1)
𝑓𝑓′(𝑙𝑙𝑡𝑡)

� (2.3) 

 𝐴𝐴 = 𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝐴𝐴𝑛𝑛𝑙𝑙𝑡𝑡𝑛𝑛𝑙𝑙𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙 (2.4) 

 log �
𝐴𝐴𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑡𝑡

� = log�
𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡

�+ log�
𝐴𝐴𝑛𝑛𝑙𝑙𝑡𝑡𝑛𝑛𝑙𝑙𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑛𝑛𝑙𝑙𝑡𝑡𝑛𝑛𝑙𝑙𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝑡𝑡

� (2.5) 

 log�
𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙,𝑡𝑡

� = 𝑔𝑔 �𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑙𝑙𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠,  
𝑑𝑑𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑙𝑙 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠 � + 𝑠𝑠𝑡𝑡+1 (2.6) 
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市における産業の多様性を示す（Jacobs 型外部性においてはそれが技術進歩を促進すると
される）。𝑠𝑠𝑡𝑡+1は誤差項を表す。次に、 

と仮定すると、(2.4)、(2.6)及び(2.7)式より次式が得られる。 

国全体の当該産業の雇用の成長率は国全体の技術と賃金の変化を反映すると仮定される。
労働者は国全体の労働市場に属すると仮定されるので、賃金の成長率は一定となる。その
結果、(2.8)式により、ある都市におけるある産業の雇用の成長率を理論から得られた技術
的外部性と対応させることが可能となる。 
 
2.2 重回帰モデル 
上記の成長分析モデルに従って、どのように各指標を算出するのかを述べる。 
「市レベルにおける雇用成長率」は、その地域における該当産業の労働者数の変化率を

計測し、その対数をとることで算出した。つまり式で表示すると以下のようになる。 

𝑙𝑙𝑠𝑠𝑔𝑔 �
該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2016
該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 

� 

「市レベルの産業特化度合」は、その産業に従事する労働者数の密度で測定した。具体
的には、その地域における該当産業の労働者数密度を全国標準密度でならしたものにな
る。式で表示すると以下のようになる。 

各市の該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 各市の合計労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006�
全国の該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 全国の合計労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006�

 

「市レベルの産業競争度合」は、その産業に従事する事業者数の密度で測定した。具体
的には、その地域における該当産業の事業者数密度を全国標準密度でならしたものにな
る。式で表示すると以下のようになる。 

各市の該当産業の事業者数  𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 各市の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006�
日本の該当産業の事業者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 日本の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006�

 

「市レベルの産業多様度合」は、その産業以外に従事する労働者数の密度で測定した。
つまり産業特化度合の裏返しである。具体的には、その地域における該当産業以外の 5つ
の産業に従事する労働者数の密度で計測した。式で表示すると以下のようになる。 

各市の他 5 つの産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006
各市の合計労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006

 

コントロール変数として「国レベルにおける雇用成長率」「市の労働者数」を用いた。
前者は、その地域以外において該当産業に従事する労働者数の成長率で測定した。式で表
示すると以下のようになる。 

 f (l) = l1−α ,0 <α< 1 
 

(2.7) 

 
 
𝛼𝛼log�

𝑙𝑙𝑡𝑡+1
𝑙𝑙𝑡𝑡
� = − log �

𝑤𝑤𝑡𝑡+1
𝑤𝑤𝑡𝑡

� + log�
𝐴𝐴𝑛𝑛𝑙𝑙𝑡𝑡𝑛𝑛𝑙𝑙𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝑡𝑡+1
𝐴𝐴𝑛𝑛𝑙𝑙𝑡𝑡𝑛𝑛𝑙𝑙𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙, 𝑡𝑡

� 

+𝑔𝑔(𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑙𝑙𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑐𝑐𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠,  𝑑𝑑𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑,  𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑙𝑙 𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠) + 𝑠𝑠𝑡𝑡+1 

(2.8) 
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𝑙𝑙𝑠𝑠𝑔𝑔�
その市以外の該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2016
その市以外の該当産業の労働者数 𝑠𝑠𝑠𝑠 2006 

� 

後者は、文字通り 2006年におけるその地域の該当産業に従事する労働者数を用いた。 
 
2.3 使用データについて 
今回は2006年と2016年のデータを採用した。この2つの年度を選択した理由は、入手可

能な最新データが2016年であったこと、都市成長に関しては少なくとも10年ほど間隔をあ
けたほうが良いと判断したためである。労働者数や事業者数のデータは総務省の「経済セ
ンサス・活動調査」より、市町村レベルで入手可能である。本論文では「市レベル」のデ
ータを使用した。というのも、集積の外部性は人が密集している地域に発生しやすいと考
え、その効果を一番適切に測定できるのは「市レベル」であると判断したためである。た
だし、市町村合併等の影響を考慮し、データとして使うのは2006年時点で存在する714の
市のみとする。東京23区は過度に人が密集しているため、バイアスがかかると考えデータ
から除外した。 
データセットには日本全国の各市における産業別の労働者数、事業所数が含まれてい

る。産業の分類方法は「日本標準産業分類」を適用した。これは、日本の公的統計におけ
る産業分類を定めた総務省告示である。農業・建設業・製造業・卸売業・小売業・金融
業・医療・福祉・教育・宗教・公務などのすべての経済活動を、大分類・中分類・小分
類・細分類の4段階に分類しているが、本論文では「中分類」を採用した。というのも産
業の括りが広すぎると労働者数や事業所数に偏りが生まれる一方で、括りが細かすぎると
産業集積の効果が図りにくいと考えたからである。ただし、「地方公務」「国家公務」
「郵便局」に関しては産業集積の効果とは判断できないと考え、データから除外した。ま
た、この分類表は統計調査の結果を産業別に表示する場合の統計基準として、1949年（昭
和24年）10月に設定されて以来改定が重ねられており、2006年からも変更点がいくつか見
受けられる。その中で、2006年と2016年で同一の産業項目であると判断できない以下の項
目については除外した：「一般飲食店」「一般機械器具製造業」「遊興飲食店」「精密機
械器具製造業」「繊維・衣服等卸売業」 
データのサマリーは以下の通りである。表2-1は市レベルの当該産業の中で、従事する労

働者数上位10個を示している。大阪市のその他の事業サービスが最も労働者数が多く、そ
の数は19万人を超えている。また大阪市は5個もリストアップされており、大阪市ではい
ずれの産業も規模が大きいことがうかがえる。 
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表2-1 2006年度の市の産業別労働者数順位 

 
 
表2-2は2006年における雇用者数の上位下位5つの市を示している。2006年時点で最も労

働者数が多いのは大阪市で、200万人以上の労働者がいる。一方で最も労働者が少ないの
はウタテ市で、労働者は約1000人しかいない。詳細を見てやると、労働者数が多い市の間
で「その他の事業サービス」「医療業」などの項目が共通していた。 
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表2-2 2006年度の市別労働者数順位 
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表2-3は市レベルの当該産業の中で、労働者数の成長率上位下位5個を示している。成長
が早い市レベルの当該産業は成長が遅いものに比べて、地域特化度数が比較的低いことが
わかる。また、成長が早い市レベルの当該産業は成長が遅いものに比べて、競争度合いが
比較的高いことも読み取れる。ちなみにこの2つは今回の重回帰分析の全体結果とも一致
している。 

 
表2-3 2006年度の市の産業別成長率順位 
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2.4 回帰結果 
表2-4は回帰分析の結果を示している。今回、説明変数を入れ替えることにより４通りの

モデルでの推計を行っているが、いずれも同様の結果が得られている。以下にそれを記
す。 
・「当該業種の全国的な動向」は正の有意な関係を示している。すなわち、各市における
各業種の集積の成長は、当該業種の全国的な成長と強く関係している。 
・「当該都市圏における当該業種の規模」は正の有意な関係を示している。すなわち、各
都市圏における各業種の集積の規模（従業者数）とその成長と強く関係している。 
・「当該都市圏における当該業種への特化度」は負の有意な関係を示している。つまり、
ある業種への特化度が高いほど、当該業種の集積の成長が抑制されるという関係がみられ
る。 
・「当該都市圏における当該業種の競争の程度」は正の有意な関係を示している。すなわ
ち、各都市圏における各業種の集積の成長は、当該都市圏における当該業種の従業者数当
たり事業所数が多い（競争が激しい）とより促されるという関係がみられる。 
・「当該都市圏における他の主要業種への特化度」は負の有意な関係を示している。すな
わち、各都市圏における各業種の集積の成長は、当該都市圏における主要業種への特化度
が高いほど抑制される（当該都市における産業の多様性が高いほど成長が促進される）と
いう関係がみられる。 
以上の結果から、2000年代においては、特化型・独占型よりも、多様性が高く競争の激

しい都市圏において雇用成長率が高くなる傾向があったと言うことができる。すなわち、
MAR 型及びPorter 型の外部性の有効性が棄却され、Jacobs 型の外部性の有効性が支持さ
れたGlaeser et al. (1992) と同様の結果が得られた。このような結果が生じた要因につい
て、どのように考えることができるであろうか。まず、Glaeser et al. (1992) が指摘する
と通り、多種多様な産業の空間的な集積と競争が技術革新の促進を通じて産業集積の成長
を促進する効果を持った可能性が考えられる。 
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表2-4 2006年～2016年における雇用成長率回帰結果
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第 3 章 企業の生産性と集積の外部性 
 

本章では集積の外部性効果が、その地域の企業の生産性にどのような影響を与えるのか
を分析していく。集積の外部性効果と企業の生産性の相関関係は、日本においても様々な
研究で実証分析が行われてきた。いくつかピックアップして紹介する。 

 
3.1 主要な実証分析の紹介 
小西 (2012) では、工業統計調査を利用して製造業の事業所を対象に、産業特化と都市

化の両集積現象が労働生産性と TFP に与える影響を計測した。分析結果から労働生産性
に対する両集積指標の係数の関係により、都市化型と特化型には正の相関があることが確
認された。また、30 人以上の事業所に対して TFPとの関係を観察したところ、都市化型
の集積は生産性を引き上げる効果が観察されたものの、産業の特化はほとんどの産業で効
果がなく、いくつかの産業では負のインパクトがあるという結果となった。また特化型も
都市化型も生産性に対してプラスの効果が観察された産業は衰退産業に属し、成長産業の
一部ではいずれの集積効果も観察されなかった。 
大塚・森岡・黒瀬 (2017) では、中国地域における産業成長に対する産業集積の影響に

ついて定量分析を行った。その結果、労働生産性に対する産業集積効果は製造業、非製造
業ともに異業種集積効果である都市化の経済が同業種集積効果である地域特化の経済を上
回る傾向にあることが明らかとなった。また、製造業業種別の分析を行った結果、地域特
化の経済と都市化の経済が顕在化している業種は異なることを示す結果が得られた。しか
し、産業成長に対する寄与では、製造業、非製造業ともに、地域特化の経済の影響が都市
化の経済の影響を上回った。特に、化学・電気機械においては地域特化の経済の成長寄与
度が高いことが分かった。 
河上・山田 (2014) では東海圏（岐阜県・静岡県・愛知県・三重県）を分析対象とし、

産業集積に伴う知識のスピルオーバーとイノベーションによる生産性上昇との関連性を分
析した。具体的には TFP 変化（生産フロンティアの変化）をもとに、生産フロンティア
に上昇が見られる事業所群を産業ごとに地理情報システム（GIS）を用いて視覚的に把握
する。その結果、特に輸送用機械、一般機械、窯業・土石製品の各製造業は、異なる位
置・範囲に高密度の産業クラスターが形成されていることが明らかとなった。このことは
各産業内における取引関係の中で、タテの企業間連携とそれに伴う知識スピルオーバー
が、クラスター内にある事業所の生産性上昇を牽引していることを示唆している。また、
東尾張・西尾張地域から岐阜地域にかけては、輸送用機械、一般機械、電気機械のクラス
ターの一部が重なって現れていることも確認でき、特に航空機関連産業などでヨコの企業
間連携が、当該地域の事業所の生産性を高めていることが示唆される。 
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3.2 Self selection問題 
ただし、上記のような先行研究では、集積の強度と生産性の関係を見ているに過ぎず、

集積が形成されるメカニズムを考慮していない点に注意する必要がある。というのも集積
の評価には、その集積地に生産性の高い事業所のみが参入可能であるかなど、事業所の生
産性が集積の形成に与える効果も考慮することが重要である。つまり集積地に存在するか
ら生産性が高まるというだけではなく、もともと高い生産性を持つ事業所が生産活動に有
利な集積地に存在しているから、集積地の生産性がますます高まる self selection 問題が起
きている可能性を考慮する必要がある。 
この Self selection問題への理論モデルを構築した論文として代表的なものが Baldwin 

and Okubo (2006)である。同論文では立地が内生変数で、企業の生産性に格差がある場合
には、市場の大きい地域（都市部）と小さい地域（地方）との間でそれぞれの企業は生産
性により振り分けられること（いわゆる「空間ソーティング・セレクション」）を示す理
論モデルを構築した。具体的には、輸送コストが低下するにつれて、高い生産性を持つ企
業が都市部に立地し、低い生産性の企業は地方に立地することを理論的に証明した。 
さらに同論文では「地域補助金による逆選択の可能性」にまで言及していた。これはク

ラスター政策のような優遇策で誘致できるのは生産性の低い企業だけである、という仮説
である。例えば、500 万円が地域補助金として支給されるとする。年商 1000 億円の企業
にとってすれば、補助金の額は魅力的ではないため、わざわざコストを割いてまで誘致に
は応じないと考えられる。一方で年商 100 万円あるいは赤字の企業にとっては、魅力的な
額に映るので誘致に応じる。結果として、このような補助金は低い収益の企業を誘致する
ことになる。 
これを受けて、Okubo（2012）では、補助金の額を企業の生産性や規模に応じて変動さ

せた場合、生産性の高い企業が誘致できることを理論的に示した。しかしその反面、その
財源を地方自治体で負担するのか、都市部で負担するのか、あるいは国で負担するのか
で、国全体の厚生水準に差が生じることを理論的に示した。これの意図するところは、生
産性の高い企業を補助金で誘致して産業クラスターを作るには、負担を躊躇するような莫
大な財源が必要になるということであり、補助金政策に頼って高質な産業集積を作るのに
は限界があるということである。 
理論研究をもとに、Okubo and Tomiura（2012）は日本の工業統計調査のミクロデータ

を用いて、補助金仮説を検証した。結果は仮説通り、政策により企業数が増えたものの生
産性の低い企業が集積することが分かった。地域の雇用は増えるものの、生産性は低下す
るのである。このように最近の研究では、企業の生産性を意識するようになったため、集
積の量（企業数）だけでなく質（生産性）で評価できるようになってきた。また、Okubo 
and Tomiura（2014）では企業の生産性分布のゆがみを推計した。結果、都心部では生産
性の高い企業と低い企業が共存している、一方、地方では長年の大規模な公共政策や産業
集積政策により、生産性分布にかなりゆがみがあることが分かった。これらの実証研究に
共通する基本的な結果は補助金により立地する企業は増えるものの、効果はかなり限定的
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であり、生産性の低い企業が多く立地してしまうことで補助金対象地域の平均生産性は低
下あるいは上昇していないというものである。 
本論文でも上記の先行研究のように、Self selection の効果を除いたとしても、産業集積

効果による企業の生産性への貢献が観察されるのか否かを実証分析したかった。しかし
TFP を算出するために必要な「個別企業別の売上データ」は東京商工リサーチのデータベ
ースなどで入手することが可能であるが、非常に高価であったため、今回は断念せざるを
得なかった。 
 
3.3 産業政策と産業集積 
前節では補助金による産業集積化が、企業の生産性にネガティブな効果をもたらす可能

性を示す理論・実証論文を紹介した。ここで実際に、政府の産業集積化政策の評価を行っ
た論文も紹介する。大久保・岡崎（2015）では経済産業省が 2001 年から 2009 年度まで
実施した「産業クラスター計画」に着目し、参加した企業の売上高や取引先数にどのよう
な影響がもたらされたのかを定量的に評価した。 

 
3.3.1 産業クラスター計画の背景と概要 
産業クラスター計画とは地域の中堅中小企業が大学、研究機関等と広域的なネットワー

クを構築し、地域の資源や強みを活かした新事業が次々とうみだされるような事業環境を
整備することにより、イノベーションの加速化、わが国産業の国際競争力の強化を図るも
のである。経済産業省（経産省）が 2001 年 4 月からこの計画を発足させ、2009 年度まで
実施した。 
発足の経緯について経産省は次のように説明している。第一に円高とアジア諸国の台頭

と並行する形で企業の海外移転が進み、1900 年代に行われてきた地域産業政策が志向して
いた「大都市部から地方への工場誘致」に大きな期待を持つことができなくなった。第二
に、米国のシリコンバレー等では大学・研究施設の周辺から様々なベンチャー企業が誕生
しており、研究機関と企業の間における自由な交流がイノベーションの新しい源泉となっ
ている。これら 2 つの事情を背景として、経産省は「各地域における人的ネットワークの
形成を核としてイノベーションを創出する環境を整備し、それにより内発型の地域活性化
を実現」することをめざす産業クラスター計画を立案した。 
同計画は、地域ブロックごとに設置されている経済産業局及び沖縄総合事務局経済産業

部の管轄区域単位で、クラスタープロジェクトを策定し、実施するものである。2001 年～
2009年度の実施期間中に設定されたこのクラスター政策は、経済産業局等及び民間の推進
組織が中心となり、クラスタープロジェクトに基づき、クラスター活動の基礎となる「顔
の見える産学官のネットワーク」の形成を図り、当該ネットワークを基礎として、経済産
業省の研究・技術開発支援、事業化支援などの各種支援策を活用し、新事業・新産業の創
出を目指すものである（図 3-1参照） 
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図 3-1 クラスター形成支援のメカニズム 

 
出所）独立行政法人経済産業研究所が平成 22 年 8月 13 日に開催した BBLセミナーに

おける経済産業省提出資料から抜粋 
 
産業クラスター計画の計画工程は、図 3-2 の通りである。平成 13 年度から 17 年度まで

を第Ⅰ期（立ち上げ期）、18 年度から 21 年度までを第Ⅱ期（成長期）、22 年度から 32 年
度までを第Ⅲ期（自律的発展期）とする計画期間が設定されている。実際に行われたプロ
ジェクトとしては、図 3-2 のようなものがあり、第Ⅰ期では 19 プロジェクトが、第Ⅱ期
では第Ⅰ期のプロジェクトの統合・再編等により 24 プロジェクトが実施されている。 
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図 3-2  産業クラスター計画のプロセス 
 

 
出所）「産業クラスター計画の実施状況」より筆者作成 

 
図 3-3  産業クラスター計画の実例 

 

 
出所）経済産業省（2007）より引用 



 

25 
 

3.3.2 産業クラスター計画の評価 
大久保・岡崎 (2015) では産業クラスター計画の効果を定量的に分析していた。その

際、政策実施の前後で対象企業が非対象企業と比較して、どのように売り上げや雇用を伸
ばしたのか、取引先を増やしたのかに焦点を当てる。具体的には、各クラスターに参加し
た企業を経済産業省の資料によって同定し、それを東京商工リサーチのデータベースとマ
ッチすることによって、産業クラスター計画への参加が、企業の売上高や取引先数にどの
ような影響を与えたかを定量的に評価していた。 
クラスター政策による企業の成長と取引ネットワーク拡大へのインパクトを計量分析す

るために、下記のような回帰分析を行っていた。ただし、データの企業(政策対象、非政策
対象企業ともに)は東京圏、京阪神、愛知を除いており、したがって対象となるクラスター
計画地域もこれらの地域を除いていた。まず以下の回帰式を設定する。 

 
∆𝑇𝑇𝑛𝑛 = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝐶𝐶𝑙𝑙𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑛𝑛 + 𝛾𝛾𝑋𝑋𝑛𝑛 + 𝜀𝜀𝑛𝑛 

 
この式において、被説明変数∆𝑇𝑇𝑛𝑛は、企業 iの取引企業数𝑇𝑇𝑛𝑛の成長率を表す。政策前の 

2006 年と政策後の 2012 年時点との間の変化率を見る。2 期間の全取引先企業数の変化、
東京(東京圏、大阪、京阪神)の立地する取引先企業数の変化である。一方、説明変数𝑋𝑋𝑛𝑛は
政策前の 2006 年(2005 年度決算)時点での企業 i の企業特性である。具体的には総取引企
業数、東京に所在する企業との取引企業数、東京圏(東京、神奈川、千葉、埼玉)に立地す
る企業との取引企業数、大阪(京都、大阪、兵庫)に立地する取引企業数、地元(企業 i と同
一都道府県内)の取引企業数、従業員数、売上額、企業年齢(創業からの年数)、産業ダミ
ー、都道府県ダミーである。𝐶𝐶𝑙𝑙𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑛𝑛 (クラスターダミー)は分析の中心であり、企業 i が第
二期に新たに政策対象となれば１をとり、それ以外はゼロをとるダミーである。この回帰
式をＯＬＳで回帰する。 
推計結果は表 3-1 の通りである。(１)は取引企業数全体の成長への影響、(２)は東京に

立地する企業との取引数の成長、(３)は東京圏の企業の取引数の成長への効果を測定す
る。結果から、取引先企業数がもともと少ない企業ほど取引企業数の成長は大きく、企業
規模が大きく売り上げが大きい、若い企業ほどネットワークを大きく拡大していることが
分かる。また、クラスターダミーは、すべて有意であることから、取引企業数の成長に対
して有意に正のインパクトがあったと判断できる。つまりクラスター政策は取引ネットワ
ークの構築や拡大に影響があったと言える。 
同様に(４)と(５)では、大阪あるいは京阪神との取引企業数の成長を回帰した。(１)か

ら(３)の結果と同様であり、クラスター政策は有意に正の影響を与えている。係数は東京
や東京圏に比べて若干小さい。 
表 3-1 の(６)では、地元の取引企業数の成長に関して回帰した結果である。当該企業と

同じ都道府県内に立地する企業との取引数の変化である。クラスターダミーは有意に正で
あるものの、係数の値自体は(１)～(５)の他の回帰に比べてずっと小さい。また、他の回
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帰と異なり、企業年齢に関しては正に有意だった。よって地方では老舗企業のほうが地元
ネットワークを拡張しやすい傾向があると解釈できる。クラスターダミーはこのように正
に有意であるため、クラスター対象企業は地元でも取引数を増やしたことになる。 
さらに取引ネットワークの形成に関して、クラスター政策によって「地元企業との取

引」と「都市部との取引」の成長率の差を比較することで、どちらにより大きなインパク
トをもたらしていたのかを検証していた。つまり、クラスター政策は取引を増やしたが特
に東京への取引の増加∆𝑇𝑇𝑛𝑛

𝑇𝑇𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑙𝑙が地元の増加∆𝑇𝑇𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙よりも上回るかどうかである。以下の
ような成長率の差を被説明変数に回帰をする。 

 
�∆𝑇𝑇𝑛𝑛

𝑇𝑇𝑙𝑙𝑇𝑇𝑇𝑇𝑙𝑙 − ∆𝑇𝑇𝑛𝑛𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙� = 𝛼𝛼 + 𝛽𝛽𝐶𝐶𝑙𝑙𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑛𝑛 + 𝛾𝛾𝑋𝑋𝑛𝑛 + 𝜀𝜀 
 
推計結果は表 3-1(７)の通りである。クラスターダミーは正に有意である。したがっ

て、クラスター政策の対象企業ほど東京との取引数成長率のほうが地元の取引数成長率よ
りも大きいと言える。 
表 3-1の(８)と(９)では、雇用や売上の成長率を被説明変数に回帰した結果である。結

果、雇用が小さい企業ほど雇用の成長率は大きく、売上が小さい企業ほど伸び率は高いこ
とが分かった。クラスター政策の効果は売上、雇用の成長に対しては正に有意である。特
に雇用に関してはクラスターダミーが比較的大きい値になっている。よって雇用への効果
は大きいと言える 

 
表 3-1 回帰結果 
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（出所）大久保・岡崎（2015）より引用 

 
これらの回帰結果から、クラスター政策は企業間の取引数を増やす効果があり、また東京
や大阪との取引を増大するとともに地元での取引数も増やしていることが分かった。 
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第 4 章 イノベーション創出と集積の外部性 
 

本章では集積の外部性効果が、その地域のイノベーション創出にどのような影響を与え
たのかを分析していく。どのような特徴を持った集積拠点が形成されることで、その地域
におけるイノベーション創出が変化するのか、松木（2018）の分析手法を参考にしながら
分析を行う。 
松木（2018）では、技術占有度と集積の外部性によるイノベーション活動の促進効果の

関係を明らかにするため、日本の特許出願データを市区町村単位で集計したデータを用い
てパネル分析が行われた。技術占有度については、3 つの指標（技術集中度、参入障壁、
発明人順位安定性）を用いて、集積の外部性（MAR の外部性・Jacobs の外部性）がイノ
ベーション活動に与える効果との関係を明らかにすることが研究目標である。本論文も目
指すゴールは同じであるが、技術占有度については技術集中度のみ用い、松木（2018）の
モデルを簡易化したうえで、集積の外部性がイノベーションにもたらす効果を測定した。
実証研究の中身の説明に入る前に、技術革新と経済発展の関係性に関するシュンペーター
の議論を紹介する。 

 
4.1 セクター・イノベーション・システム論 
シュンペーターによって進展したイノベーション論をさらに拡張する形で、技術パラダ

イムと技術革新の方向性の概念を用いて、イノベーションと経済発展のプロセスを捉える
「技術パラダイム論」や「セクター・イノベーション・システム論」といった研究が進め
られている。 
「セクター・イノベーション・システム」論は次の 2点を主要テーマとする。（1）企業

間の競争と淘汰のプロセスにおける性格と強度を説明する基本的能力は何か（これは「シ
ュンペーター的ダイナミクス」問題と呼ばれる）。（2）産業セクターごとのイノベーショ
ン活動の地理的分布と知識の空間的境界を形作るものは何か（これは「空間的境界」問題
と呼ばれる）。この時、技術の特性を説明する「テクノロジーレジーム 5」という概念を用
いて、シュンペーター的ダイナミクスの性格と強度、およびイノベーション活動の地理的
分布ないし空間的境界がどのように規定されるのか明らかにしていくことが目標である。 
(安孫子 2012)。 

 
5 安孫子（2000）ではテクノロジーレジームの構成要素を以下の４つに整理してい
る。 
①イノベーション機会の水準と源泉 
②イノベーション成果の私的占有条件の水準と占有手法 
③技術知識の累積性および累積性の次元の差異（企業内か産業内か領域内か） 
④知識ベースの性格と知識移転の様式 
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イノベーション活動のシュンペーター的ダイナミクスは①技術集中度（イノベーション
活動の集中度）、②参入障壁（新規企業の参入傾向）、③業界の安定性（業界ヒエラルキ
ー）の３つの指標により特徴づけられている。「セクター・イノベーション・システム
論」では、技術レジームの構成諸要因の相互作用において、技術・産業ごとのイノベーシ
ョン活動の独自なイノベーション・パターンが規定されるとしている。 

Malerba, Orsenigo らは、イノベーション・パターンの中で、２つの単純モデルを示して
いる。1 つ目は、「拡大型」と呼ばれるもので、シュンペーターのイノベーション理論にお
けるシュンペーター・マークⅠに対応し、「創造的破壊」に特徴づけられる。これは、革
新者の数が相対的に多く、産業への参入率は高く、革新者のヒエラルキーが不安定である
ような、イノベーション活動の競争性が高い状態とされる。2 つ目は、「深化型」と呼ばれ
るもので、シュンペーターのイノベーション理論におけるシュンペーター・マークⅡに対
応し、「創造的蓄積」に特徴づけられる。これは、革新者の数が少数であり、産業への参
入率は低く、革新者のヒエラルキーが安定的となるような、イノベーション活動の競争性
が低い状態とされる。産業のライフサイクルの視点からみると、産業の初期段階では拡大
型のパターンをとり、発展し成熟するにつれて深化型へと移行していくとされる(松木
2018)。 
 
4.1.1 外部性の関する指標・モデル 
基本的に松木 (2018) にモデルに従って、実証分析をしていく。まずモデルを構成する

各指標の算出方法について概説していく。 
MAR の外部性とは地域特化の経済によって引き起こされるものであり、特化係数が用

いられる場合が多い。本分析では、MAR の外部性に関する指標として、イノベーション
の活動主体（特許発明人）の特化係数を用いる。 

[𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 = log ([𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 [𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ ) 
[𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙:t 年、地域 r、技術分野ｃの地域特化指標（＝特許発明人の特化係数） 
[𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙:t 年までの 1年間に技術分野ｃの特許出願を行った発明人のうち、地域

ｒの特許発明人の割合 
[𝐴𝐴𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年までの 1 年間に全技術分野で特許出願を行った発明人のうち、地域

ｒの特許発明人の割合 
 

Jacobs の外部性とは多様性の経済によって引き起こされるものであり、ハーフィンダル
指数が用いられる場合が多い。本分析では、Jacobs の外部性に関する指標として、技術分
野別特許発明人数のハーフィンダル指数の逆数を用いる。 

[𝐷𝐷𝑠𝑠𝑑𝑑]𝑡𝑡𝑡𝑡 = log (1 [𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑡𝑡⁄ ) 
[𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑡𝑡＝∑ ([𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙)2𝑛𝑛  

[𝐷𝐷𝑠𝑠𝑑𝑑]𝑡𝑡𝑡𝑡: t 年、地域ｒの多様性指標（＝技術分野別特許出願数のハーフィンダル指数の逆
数） 

[𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑡𝑡: t 年までの 1 年間、地域 r の技術分野別特許出願数のハーフィンダル指数 



 

30 
 

[𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年までの 1 年間、地域 r における全特許出願数のうち、技術分野ｃの特
許出願数の割合 

 
イノベーション活動のパフォーマンスの指標に関しても、外部性に関する指標と同様

に、従来の実証分析で多用されている指標を参考に設定する。本分析では、市区町村単位
の特許出願数をイノベーション活動のパフォーマンス指標とする。 

[𝐻𝐻𝑃𝑃]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙=𝑙𝑙𝑠𝑠𝑔𝑔([𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 + 1) 
[𝐻𝐻𝑃𝑃]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年、地域 r、技術分野 c のイノベーション活動のパフォーマンス 
[𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年、地域 r、技術分野 c の特許出願数 
 
技術占有度に関する指標は、「技術の集中度」「参入障壁」「技術分野ごとの発明人順位

の安定性」の３つの指標を適用するべきであった。しかし、入手できたデータの都合上、
本論文では 1つ目の「技術の集中度」のみ採用することにした。なお、技術分野（統合技
術分類）ごとの各指標の値を表 4-1の通りである。 
「技術の集中度」に関する指標とは、どれだけ特定の特許発明人にイノベーション活動

が集中しているのかを示すものである。本分析では、対象年までの１年間の分野別特許出
願数のハーフィンダル指数を指標とする。この値が高いほど、技術集中度は高くなり、占
有度が高いことを意味する。 

[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑙𝑙=𝑙𝑙𝑠𝑠𝑔𝑔([𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑙𝑙) 
[𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑙𝑙＝∑ ([𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑛𝑛𝑡𝑡𝑙𝑙)2𝑛𝑛  

[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年、技術分野ｃの技術集中度 
[𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻]𝑡𝑡𝑙𝑙: t 年までの 1 年間、技術分野 c における発明人別特許出願数のハーフィンダル指

数 
[𝑃𝑃𝑠𝑠𝑠𝑠_𝑆𝑆ℎ𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠]𝑛𝑛𝑡𝑡𝑙𝑙 : t 年までの 1 年間、技術分野 c における全特許出願数のうち、発明人 I

の特許出願数の割合 
 
参考までに「参入障壁」「技術分野ごとの発明人順位の安定性」の 2つの指標について

先行研究においてどのように定義されていたか記述する。「参入障壁」に関する指標は、
対象年までにおける全特許発明人のうち後半に初めて特許出願を行なった発明人割合を 1 
から引いた値と定義されていた。この値が高いほど、新規出願人の参入傾向は弱くなり、
占有度が高いことを意味する。「技術分野ごとの発明人順位の安定性」を示す指標は、対
象年までの前半と後半における、特許発明人の特許出願数シェア順位のスピアマン順位相
関係数を用いて計測されていた。この値が高いほど、特許出願数シェア順位の変動が小さ
く、安定しており、占有度が高いことを意味する。 
集積の外部性とイノベーション活動のパフォーマンスの関係に影響を与える要因とし

て、技術の競争性の他に、本分析では地域の経済活動の規模も考慮する。というのも経済
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活動の盛んな地域では地域のイノベーション活動のパフォーマンスも向上しやすいと考え
られるためだ。具体的には全産業の（民間）従業員数を変数に追加した。 
これらの指標をまとめて、以下の３つのモデル式で分析を行う。 
 

【モデル式 A】MAR の外部性とイノベーション・パターン 
[𝐻𝐻𝑃𝑃]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 = (𝑠𝑠1 + 𝑏𝑏1[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑙𝑙)[𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑡𝑡𝑙𝑙 + 𝑠𝑠1[𝐸𝐸𝑐𝑐𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 

 
【モデル式 B】Jacobsの外部性とイノベーション・パターン 

[𝐻𝐻𝑃𝑃]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 = (𝑠𝑠2 + 𝑏𝑏2[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑙𝑙)[𝐷𝐷𝑠𝑠𝑑𝑑]𝑡𝑡−1𝑡𝑡𝑙𝑙 + 𝑠𝑠2[𝐸𝐸𝑐𝑐𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 
 
【モデル式Ｃ】集積の外部性とイノベーション・パターン 

[𝐻𝐻𝑃𝑃]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 = (𝑠𝑠1′+ 𝑏𝑏1′[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑙𝑙)[𝑆𝑆𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑡𝑡𝑙𝑙
+ (𝑠𝑠2′+ 𝑏𝑏2′[𝐶𝐶𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑑𝑑𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠𝑠]𝑡𝑡−1𝑙𝑙)[𝐷𝐷𝑠𝑠𝑑𝑑]𝑡𝑡−1𝑡𝑡𝑙𝑙 + 𝑠𝑠3[𝐸𝐸𝑐𝑐𝑠𝑠]𝑡𝑡𝑡𝑡𝑙𝑙 

 
4.2 使用データについて 
本分析では、従業員数データが取得できる経済センサス調査の実施年のうち、最新年度

である 2016 年を分析対象年とした。技術の分類わけについては、国際特許分類（IPC）を
参考にした。これは特許出願された発明を分類するため国際的に統一された分類であり、
International Patent Classificationの頭文字をとって IPC と呼ばれる。IPC による技術分
類はセクション,メイングループ,サブグループへと順次階層的に細分化されている。一番
大きな区分はセクションであり、全部で 8 つに分類され、A～H のアルファベッ ト大文字 
1 個からなる表示記号と、それに続くセクションタイトルで表される。次に細かい分類区
分としてクラスがある。クラスはセクションを細分化したもので、2016 年の時点で 129 
に分類されており、セクション記号に 2 つの数字をつけた表示記号と、それに続くクラス
タイトルで表される。続いて、サブクラス、メイングループとサブグループから構成され
るグループへと細分化されていく。本論文では表 4-1 の技術分類表通りに、ある程度グル
ープ化して分類分けを行った。 
分類階層 分類区分 分類記号 分類タイトル 
第 1階層 セクション A 生活必需品 
第 2階層 クラス A01 農業：狩猟：捕獲：

漁業 
第 3階層 サブクラス A01B 農業または林業にお

ける土作業：農業機
械または器具の部
品、細部、または附
属品一般 

第 4階層 メイングループ 
サブグループ 

手作業具 
鋤：ショベル 
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表4-1 技術分類表 
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本分析で用いるデータは、特許データを属性情報として有する市区町村単位の空間デー
タである。属性情報の特許データは、知的財産研究所が提供する IIP パテントデータベー
スから、特許データを抽出して作成している。また、コントロール変数に用いる従業員数
データは 2016 年の経済センサス調査のデータを用いている。 

 
4.3 回帰結果 
各変数の記述統計は表 4-2 の通り、回帰結果は表 4-3の通りである。SPE の主効果につ

いてはモデルによって係数が異なり、統計的で有意でないケースも見受けられた。また技
術の占有性との関係であるが、Concentration については負で統計的有意な係数となっ
た。つまり技術の占有性が低くなると 、MAR型外部性効果がイノベーションに与える影
響は大きくなる。 DIVの主効果については全モデルにおいて負で統計的有意となった。つ
まり、多様な技術分野の出願人が集まる地域においては、負の外部性が働くということで
ある。次に技術の占有性との関係であるが、Concentrationについては正で統計的有意な
係数となった。つまり技術の占有性が高くなると、ジェイコブス型外部性効果がイノベー
ションに与える影響が大きくなることを示している。 

 
表 4-2 各変数の記述統計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

34 
 

 
 

表 4-3 回帰結果 
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第 5 章 結論・考察 
 

都市経済学や地域経済学を中心に、産業集積（動学的外部性効果）が都市成長にどのよ
うな影響を与えるのかを明らかにする研究が進められている。本論文では、都市成長を
「地域雇用」「企業の生産性」「都市のイノベーション」で測定することで、どのような産
業の集積形態が望ましいのかを多角的に理論・実証分析した。 
第１章では動学的外部性効果に関する３つの理論を比較した。MAR外部性は産業特化

型の経済、Jacobs 型の外部性は多様性の経済と市場の競争性、Porter型の外部性は産業特
化型の経済と市場の競争性をそれぞれ重視しており、主張の相違が生じていることが分か
る。 
第２章では集積の外部性効果と地域雇用の関係性について実証分析を行った。具体的に

は労働者数や事業者数のデータを用いて、先行研究のモデルを踏襲する形で重回帰分析を
行った。結果、産業特化型及び独占型の産業構造の都市圏より、産業の多様性が高く競争
の激しい産業構造の都市圏において地域雇用成長は促進される傾向がみられた。特定業種
に特化した集積形態は、当該業種の全国的な動向に影響されるリスクが高いことに加え、
立地する多くの企業が類似した環境に置かれることで、仮に経済環境の変化が起きた際
に、適応できずに多くが衰退する可能性の高い形態となっていることが考えられる。特定
業種への特化による集積の負の循環の発生を避けるため、産業の多様化の促進、業種間の
連携強化を図ることが、地域雇用の成長において重要であるという示唆が得られた。 
第３章では集積の外部性効果と企業の生産性の関係性についてリサーチを行った。様々

な地域や業種を対象に先行研究が行われてきたが、Self selection 問題に言及している論文
はあまりなかった。これは地域補助金による逆選択の可能性に発展する内容である。補助
金による産業集積化政策は、平均生産性を低下させることが既に実証されていた。今回は
データの制約上、実証分析によって再検証することはできなかったが、業種別で Self  
selection効果に違いが生じるのか等を今後の研究の課題としたい。 
第４章では集積の外部性効果とイノベーションの関係性について実証分析を行った。具

体的には、日本の特許データを属性情報とした市区町村単位の空間データを用いてパネル
分析を実施することで、経済外部性がイノベーション活動に与える影響を明らかにするこ
とを試みた。結果、多様な経済活動が集積することによる負の外部性が観察された。他の
地域に比べて比較優位の高い産業を集中させることが、イノベーション活動の促進におい
て重要であることが適切であるという示唆が得られた。 
都市成長において産業の集積化は重要である。しかし闇雲な集積化は、誤った方向への

成長を促進しかねない。地域雇用の拡大したいのであれば、多様な産業を集積させつつ競
争状態を担保するべきである。企業の生産性向上を重視するのであれば、企業の逆選択の
可能性を考慮し、仮に地域補助金政策を導入する場合には企業規模に準じた制度設計が必
須である。イノベーション活動の促進に着目するのであれば、優位性の高い産業に特化す
る形で企業を集積させ、非独占の産業構造を目指すべきである。つまり、目的によって、



 

36 
 

理想となる集積形態が違ってくる。国は、全国一律的に都市化を進めるのではなく、地方
自治体と連携しながらターゲットとなる地域の状況を分析し、その方向性をきちんと定め
たうえで、外部性効果と絡めた政策を打ち出していくべきである。 
今後の研究の方向性として、集積の外部性が影響を及ぼす地理的範囲、国際比較、動学

的外部性効果間の相互作用などが挙げられる。 
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あとがき 
 

今回、産業集積論をテーマに「どのような形の産業集積が、都市や企業にどのような恩
恵をもたらすのか」を明らかにするべく、理論・実証分析を行った。幸いなことに先行研
究が豊富にあったため、とっつきやすいテーマであった。しかし最初は情報の渦に飲ま
れ、自分の研究の方向性決めに苦労した。また地域経済政策の具体的な提言にまで落とし
込むことができず、内容的にやや一般論で落ち着いてしまったとは思うが、自分なりに膨
大な先行研究を体系化して理解しながら、一つの論文に仕上げることができたのではない
かと思う。 
最後に 2年間に亘りご指導して頂き、また本論文の作成にあたって何度も相談に乗って

下さった石橋教授に深く感謝申し上げたい。また最後まで励まし合った同期の皆、そして
中間発表時に色々とコメントをして頂いた後輩にも、最大限の謝意を表したい。 
 


